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プレスリリース 
 

テレビ放送による脳卒中啓発は地域住民の知識を向上させる 

 

 

・岡山県において、NHK岡山放送局、川崎医科大学（脳卒中医学教室 木村和美教授）と(社)

日本脳卒中協会による「脳卒中防止キャンペーン」が1年間実施されました。 

・キャンペーン期間を通じてNHK岡山放送局は、ほぼ毎日1日2回以上の1分間スポットと、

週1回の脳卒中特集番組を放送しました。 

・このキャンペーンの有効性は、無作為抽出した市民の意識をキャンペーンが実施されなか

った地域と比較するという科学的な手法で行われました。その結果、岡山市民の脳卒中5大初

発症状に関する知識が向上し、テレビ放送による脳卒中市民啓発効果が実証されました。 

・このエビデンスは、今後脳卒中啓発に積極的にテレビを活用すべきであることを示してお

り、テレビ局、ACジャパン、行政等の協力が望まれます。 

 

  

 

2011 年 11 月 28 日 大阪 

NHK 岡山放送局、川崎医科大学（脳卒中医学教室 木村和美教授）と(社)日本脳卒中協会が行ったテレ

ビ放送による脳卒中啓発「脳卒中防止キャンペーン」の効果が、宮松直美教授（滋賀医科大学）らの研

究によって明らかになり、Stroke 誌オンライン版に掲載され 1、ロイターの記事として取り上げられま

した 2。 

脳卒中市民啓発の必要性について 

脳卒中は、死因の第 3 位であることに加えて、要介護になる原因の第 1 位、寝たきりの原因の第１位で、

その後遺症が重大な問題です。死亡率を低下させ、後遺症を軽減するには、発症したら一刻も早く専門的医

療機関を受診し、t-PAによる血栓溶解療法などの専門的治療を受ける必要があります。そのためには、そば

にいる人（バイスタンダー）が脳卒中であることに気づいてすぐに救急車を呼ぶことが重要で、一般市民へ

の脳卒中の症状と発症時の対応についての啓発が不可欠です。 

以下、論文の要約です。 

テレビ放送による脳卒中市民啓発効果に関する地域介入比較対照研究 

[目的] 有効な脳卒中市民啓発の方法を明らかにするために、テレビ放送による 1 年間の脳卒中啓発活動

の効果を検証することを目的として、地域介入比較対照研究を行いました。 

[方法] 2009 年 4 月から 1 年間、岡山県（介入地域）において、NHK 岡山放送局、川崎医科大学（脳

卒中医学教室 木村和美教授）と(社)日本脳卒中協会による「脳卒中防止キャンペーン」を実施し、NHK
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岡山放送局は、キャンペーン期間を通して、ほぼ毎日 1 日 2 回以上の 1 分間スポットと週１回の約 15 分

の特集番組を放送しました。 

介入前後に、介入地域（岡山県岡山市）と対照地域（広島県呉市）において、電話帳から無作為に抽出さ

れた 40-74 歳の市民 1,960 名（各地域 980 名）に対し、脳卒中の初発症状についての電話調査を実施しまし

た。脳卒中の初発症状は、正答5症状とダミー5症状からなる10症状から正しいと思うものをすべて選択す

るよう求めました。 

[結果] 介入前の調査では、介入地域では 53%(95%信頼区間：50-56%)、対照地域では 46%(95%信頼区間：

43-49%)の市民が 5初発症状を完答されました。 

テレビ放送による 1 年間の啓発活動の後、介入地域では 5 初発症状を完答できた市民が有意に増加しま

した(63%, 95%信頼区間：60-66%)。一方、対照地域では介入後に有意な差は認められませんでした(51%, 95%

信頼区間：48-54%)。 

男女別に検討すると、介入地域の女性のみ介入後に 5 初発症状の完答者割合が有意に増加しました。介入

期間中のテレビによる啓発活動への接触機会は、女性が男性に比して多く、本研究で示された男女差はキャ

ンペーンへの曝露の男女差により説明し得ると考えられました。 

本研究により、テレビ放送による脳卒中啓発活動は一般市民、特に女性において、脳卒中初発症状の認

識に効果的であることが示されました 

効果的な脳卒中市民啓発を普及するために 

テレビによる脳卒中啓発を普及させるためには、テレビ局、AC ジャパン、行政によるサポート等の共

同の取り組みが必要であり、十分な啓発効果を得るには、長期間、ある程度の頻度で行うことが必要で

す。そのコストをカバーするには英国 3のように国の介入が必要であり、本研究が、上記を促進するため

のエビデンスとなることを願っています。 
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